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貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各 市 町 村 介 護 保 険 担 当 課 （ 室 ） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

← 厚生労働省 老健局高齢者支援課・振興課・老 人 保 健 課 

今回の内容 
 

「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27

年４月１日）」の送付について 

計６５枚（本紙を除く） 

連絡先  T E L  : 03-5253-1111(内線 3971、3937、3949) 

FA X  : 03-3503-7894 

 



事 務 連 絡 
平成 27 年４月１日 

 
都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中 
中 核 市 

 
厚生労働省老健局老人保健課 

高齢者支援課 
振興課 

 
 

「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27 年４月１日）」の送付

について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、

厚く御礼申し上げます。 

本日「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27 年４月１日）」

を送付いたしますので、貴県又は貴市におかれましては、御了知の上、管

下市町村又は事業所等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏な

きよう、よろしくお願い申し上げます。 
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※ 平成 24 年度報酬改定 Q＆A(vol.１)(平成 24 年３月 16 日) 定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の問 142 は削除する。 

 

【小規模多機能型居宅介護】 

○運営推進会議を活用した評価について 

問１６０ 小規模多機能型居宅介護の運営推進会議には、地域密着型サービス基準が定め

る全てのメンバー（利用者、市町村職員、地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、

老人クラブの代表等））が毎回参加することが必要となるのか。 

（答） 

毎回の運営推進会議に、全てのメンバーが参加しなければならないという趣旨ではな

く、会議の議題に応じて、適切な関係者が参加することで足りるものである。 

ただし、運営推進会議のうち、今般の見直しにより導入する「運営推進会議を活用し

た評価」として実施するものについては、市町村職員又は地域包括支援センター職員、

小規模多機能型居宅介護に知見を有し公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必須

である。 

 

問１６１ 小規模多機能型居宅介護事業所が、平成 27年度の評価について、改正前の制度

に基づき、指定外部評価機関との間で既に実施契約を締結しているが、あくまでも改正

後の手法により評価を行わなければならないのか。 

（答） 

改正前の制度に基づき、指定外部評価機関との間で既に実施契約を締結している指定

小規模多機能型居宅介護事業者については、平成 27 年度に限り、「指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第３条の 37第１項に定める介護・医療連

携推進会議、第 85 条第１項（第 182 条第１項において準用する場合を含む。）に規定す

る運営推進会議を活用した評価の実施等について」（平成 27 年３月 27 日付老振発第 0327

第４号・老老発第 0327 第１号）によりお示ししている評価手法によらず、改正前の制度

に基づく外部評価を実施した上で、当該評価結果を運営推進会議に報告し公表すること

により、改正省令に基づく評価を行ったものとみなして差し支えない。 

 

○登録定員について 

問１６２ 小規模多機能型居宅介護の登録定員 26 人以上 29 人以下とする場合には、同時

に、通い定員を 16人以上にすることが必要となるのか。 

（答） 

登録定員を 26 人以上 29 人以下とする場合でも、必ずしも、通い定員の引上げを要す

るものではない。 

通い定員を 16 人以上とするためには、登録定員が 26 人以上であって、居間及び食堂


